
   京都市民営保育園等耐震化促進事業（民営保育園等耐震改修経費）補助金交付要綱 

 

 制定 平成２６年６月９日 

改正 平成２７年４月１日 

改正 平成２８年４月１日 

改正 平成２９年４月１日 

改正 令和元年６月１８日 

 

（目的） 

第１条 この要綱は，民営保育園等が地震による建築物の倒壊等を防止するために実施する

耐震改修工事に要する経費に対する補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し必要な

事項を定め，民営保育園等の耐震化を促進することにより，利用者をはじめとする市民の

安心・安全を確保することを目的とする。 

（通則） 

第２条 この補助金の交付については，京都市補助金等の交付等に関する条例（以下「条例」

という。）及び京都市補助金等に関する条例施行規則（以下「規則」という。）に定めるも

ののほか，この要綱に定めるところによる。 

（定義） 

第３条 この要綱における用語の定義は，条例，規則，建築基準法（政令，省令を含む。）（以

下「建基法」という。）及び建築物の耐震改修の促進に関する法律（政令，省令を含む。）

に定めるもののほか，特に定める場合を除き，次の各号に定めるところによる。 

 ⑴ 民営保育園等 次のいずれかに該当するものをいう。 

  ア 児童福祉法第３５条第４項の規定により市長が認可している私立保育所 

  イ 就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な推進に関する法律（以下「法」と

いう。）第２条第７号の規定により市長が認可している幼保連携型認定こども園（平成

２７年４月１日前に私立保育所として市長が認可した施設に限る。） 

  ウ 法第３条第１項又は第３項の規定により都道府県知事が認定している幼保連携型認

定こども園以外の認定こども園（平成２７年４月１日前に私立保育所として市長が認

可した施設に限る。） 

 ⑵ 耐震診断 京都市民間社会福祉施設等耐震診断助成事業補助金交付要綱第５条に規定

する方法で，地震に対する建築物の安全性を評価することをいう。 

 ⑶ 耐震改修工事 耐震診断によって得られた評価に基づき，建築物の地震に対する安全

性の確保を目的として行われる改修工事をいう。 

 ⑷ 補助対象事業 補助金の交付を受けて耐震改修工事を実施することをいう。 

 ⑸ 補助対象建築物 民営保育園等の用に供される建築物のうち，第４条に規定する要件

に該当するものをいう。 

 ⑹ 補助対象者 第５号の所有者で第５条に規定する要件に該当するものをいう。 

 ⑺ 補助対象事業施行者 補助対象者のうち，補助対象事業を実施することを市長が決定

したものをいう。 

（補助対象建築物の要件） 

第４条 補助対象建築物は，次の各号のいずれにも該当するものとする。 

 ⑴ 本市の区域内に存し，建基法における新耐震基準（昭和５６年６月１日施行）導入前

に着工されたものであること。 

 ⑵ 耐震診断の結果，「倒壊する可能性が高い」又は「倒壊する可能性がある」と判断され



たものであること。 

 ⑶ 児童の保育の用に供されるものであること。 

 ⑷ 耐震診断結果に基づき耐震改修工事を行うものであること。 

（補助対象者の要件） 

第５条 補助対象者は，補助対象建築物の所有者で，次の各号のいずれにも該当するものと

する。 

 ⑴ 補助対象建築物において，民営保育園等を運営していること。 

 ⑵ 公租公課を滞納していないこと。 

 ⑶ 補助対象建築物の所有者が複数あるときは，耐震改修工事を行うことについて，補助

金申請者以外の所有者の同意を得ていること。 

 ⑷ 建築物所有者と使用者が異なるときは，耐震改修工事を行うことについて使用者の同

意を得ていること。 

（補助対象事業の要件） 

第６条 補助金は，令和３年度末までに完了する耐震改修工事を対象として交付するものと

する。 

（補助金の額） 

第７条 補助金は，別表１に定める方法により算定した額を本市の予算の範囲内において交

付する。 

２ 前項の規定により算出した額に，１，０００円未満の端数が生じた場合は，これを切り

捨てる。 

（補助金の交付申請） 

第８条 条例第９条の規定に基づき補助金の交付を受けようとする者は，交付申請書（第１

号様式）及び同様式に定める添付図書を，補助対象事業着手前に市長に対し提出するもの

とする。 

（補助金の交付決定） 

第９条 市長は，前条の申請があったときは，申請の内容を審査し，当該申請が到達した日

から３０日以内に補助の可否を決定するものとする。 

２ 市長は，前項の規定により補助の可否を決定したときは，条例第１２条の規定に基づき，

補助を行う決定にあっては交付決定通知書により，補助を行わない決定にあっては不交付

決定通知書により，前条の規定による申請をした者に通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第１０条 補助対象事業施行者は，前条の規定による交付決定の内容又はこれに付された条

件に異議があるときは，条例第１３条の規定に基づき，交付決定の通知を受けた日から２

０日以内に，その旨を記載した書面を市長に提出することにより，申請を取り下げること

ができる。 

（実績報告） 

第１１条 補助対象事業施行者は，条例第１８条の規定に基づき，補助事業が完了したとき

又は補助事業の廃止について市長の承認を受けたときは，その事実があったときから１０

日以内に事業実績報告書（第２号様式）及び同様式に定める添付図書を市長に提出しなけ

ればならない。 

（補助金の交付額の決定） 

第１２条 市長は条例第１９条の規定に基づき，前条の実績報告の審査及び必要に応じて行

う現地調査等により，補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に

適合するものかを調査し，適合すると認めたときは，交付すべき補助金の額を確定し，補



助金額確定通知書により補助対象事業施行者に通知する。 

（補助金の請求） 

第１３条 前条の規定による補助金の額の確定があったときは，補助対象事業施行者は市長

が別途定める請求書により，補助金を請求するものとする。 

（交付の条件） 

第１４条 この補助金は，条例に定めるもののほか，次に掲げる事項を条件として交付する。 

 ⑴ 他の補助金との重複の禁止 

   この補助金が対象とする耐震改修工事の経費について，他の補助金の交付を重複して

受けてはならない。 

 ⑵ 契約の相手方等からの資金提供の禁止 

   補助対象事業施行者は，補助対象事業を行うために締結する契約の相手方及びその関

係者から寄付金等の資金の提供を受けてはならない。 

 ⑶ 一括下請負の禁止 

   補助対象事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約につい

ても，契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾してはならな

い。 

 ⑷ 承認事項 

   補助対象事業施行者は，条例第１１条第１項各号のいずれかに該当するときは，あら

かじめ変更等承認申請書（第３号様式）を市長に提出し，その承認を受けなければならな

い。 

 ⑸ 財産の管理義務 

   補助対象事業施行者は，補助対象事業により取得し，又は効用を増加した財産につい

ては，補助対象事業の完了後においても，善良な管理者の注意をもって管理するとともに，

その効率的な運用に努めなければならない。 

 ⑹ 状況報告 

   補助対象事業施行者は，事業計画に重大な影響を与える事情が生じたときは，その状

況を状況報告書（第４号様式）により速やかに市長に報告し，その指示を受けなければな

らない。 

 ⑺ 事業進捗報告 

   補助対象事業の進捗状況について，市長から求めがあったときは，これを速やかに報

告しなければならない。 

 （仕入控除税額の報告） 

第１５条 補助金の交付後，補助対象事業施行者が消費税及び地方消費税を申告し，この補

助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は，速やかに，消費

税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（第５号様式）により市長に報告しなければ

ならない。 

  なお，補助対象事業施行者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社，一支

所等）であって，自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず，本部（又は本社，本所等）

で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は，本部の課税売上割合等の申告内容に

基づき報告を行うこと。 

 ２ 市長は，前項の報告があった場合，当該仕入控除税額の全部又は一部を納付させるこ

とがある。 

 

   附 則（平成２６年６月９日） 



 この要綱は，平成２６年６月９日から実施する。 

   附 則（平成２７年４月１日） 

 この要綱は，平成２７年４月１日から実施する。 

   附 則（平成２８年４月１日） 

 この要綱は，平成２８年４月１日から実施する。 

 

 附 則（平成２９年４月１日） 

（施行期日等） 

１ この要綱は，平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 従前の様式による用紙は，市長が認めるものに限り，当分の間，これを使用すること

ができる。 

 

 附 則（令和元年６月１８日） 

（施行期日等） 

１ この要綱は，令和元年６月１８日から施行する。 

２ 改正後の第６条及び第７条の規定は，平成３１年４月１日から適用する。 

 

別表１ 

補助対象建築物

の建物構造 

耐震性能に係る指標（注

１） 

基準補助単価（１平

方米当たり） 

補助額の算定方法 

鉄筋コンクリー

ト造，コンクリ

ートブロック造

等，又は木造 

 

地震の震動及び衝撃に

対して倒壊し，又は崩壊

する危険性があるもの 

８０，０００円 旧耐震基準部分（昭和５

６年６月１日より前に

着工した部分）の面積に

基準補助単価を乗じて

得た額と，工事費（注

３），実施設計に要する

費用及び工事事務費（た

だし，工事費の２．６％

に相当する額を上限と

する。以下同じ。）の実

支出額とを比較して，少

ない方の額に別表２に

定める率を乗じて得た

額 

地震の震動及び衝撃に

対して倒壊し，又は崩壊

する危険性が高いもの 

１００，０００円 

鉄骨造 地震の震動及び衝撃に

対して倒壊し，又は崩壊

する危険性があるもの 

地震の震動及び衝撃に

対して倒壊し，又は崩壊

する危険性が高いもの 

１２０，０００円 

注１ 耐震性能に係る指標は，次のとおりとする。 

⑴ 地震の震動及び衝撃に対して倒壊し，又は崩壊する危険性があるもの 

 ア 鉄筋コンクリート造，鉄骨造，コンクリートブロック造等の建築物 

   耐震診断の結果，鉄筋コンクリート造，鉄骨・その他造の構造耐震指標（以下「Ｉｓ値」という。）が

０．３以上で０．６に満たないもの。又は，これと同等の基準に相当するもの。 

 イ 木造の建築物 

   耐震診断の結果，木造の構造耐震指標（以下「Ｉｗ値」という。）が０．７以上で１．０に満たないも

の。又は，これと同等の基準に相当するもの。 



⑵ 地震の震動及び衝撃に対して倒壊し，又は崩壊する危険性が高いもの 

 ア 鉄筋コンクリート造，鉄骨造，コンクリートブロック造等の建築物 

   耐震診断の結果，Ｉｓ値が０．３に満たないもの。又は，これと同等の基準に満たないもの。 

 イ 木造の建築物 

   耐震診断の結果，Ｉｗ値が０．７に満たないもの。又は，これと同等の基準に満たないもの。 

 

注２ 耐震改修工事により確保されるべき安全性は，Ｉｓ値が０．６以上若しくはＩｗ値が１．０以上，又

はこれらと同程度の耐震性能が得られると認められなければならない。 

 

注３ 工事費については，次に掲げる経費は補助の対象としないものとする。 

 ⑴ 土地の買収又は整理に要する経費 

 ⑵ 既存建物の買収経費 

 ⑶ その他，耐震改修工事に係る経費として適当と認められないもの 

 

別表２ 

平成３０年度末までに第９条に基づく交付決定を受ける事業 ２０分の１７ 

令和元年度末までに第９条に基づく交付決定を受ける事業 １００分の８３ 

令和２年度末までに第９条に基づく交付決定を受ける事業 １００分の８１ 

令和３年度末までに第９条に基づく交付決定を受ける事業 １００分の７９ 

 



第 1号様式（第８条関係） 

 

京都市民営保育園等耐震化促進事業（民営保育園等耐震改修経費）補助金交付申請書 

 

（ 宛 先 ） 京 都 市 長       年    月    日 

申 請 者 の 所 在 地 

 

申 請 者 の 名 称 及 び 代 表 者 名 

名称 

代表者名             ○印 

 京都市民営保育園等耐震化促進事業（民営保育園等耐震改修経費）補助金交付要綱（以

下「要綱」という。）第８条の規定に基づき，補助金の交付を次のとおり申請します。 

施 設 名  

所 在 地  

建築物の概要 

建 物 名 
（注１） 

建 物 構 造 
(RC,S,W,CB 等) 

延 床 面 積 
（注２） 

現況の耐震性能 
（Is 値又は Iw 値）（注３）

１  ㎡  

２  ㎡  

３  ㎡  

４  ㎡  

注１ 建物名は，建物構造別に記載してください。 

注２ 延床面積は，旧耐震基準（昭和 56 年 6 月 1 日より前に着工したもの）部分の面

積を記載してください（新耐震基準以降に着工した部分を除いてください。）。 

注３ 現況の耐震性能は，改修前の数値（耐震診断結果）を記入してください。 

交 付 申 請 額 

（A）耐震改修事業費（工事費）の予定額 
   ☆ 消費税及び地方消費税相当額を含む。 

円 

（B）耐震改修事業費（実施設計費）の予定額 
  ☆ 消費税及び地方消費税相当額を含む。 

円 

（C）耐震改修事業費（工事事務費）の予定額 
  ☆ 消費税及び地方消費税相当額を含む。 

  ☆ 工事費の 2.6％に相当する額を上限とする。 

円 

（D）耐震改修事業費の合計予定額（（A）＋（B）＋(C)） 
☆ 消費税及び地方消費税相当額を含む。 

円 

（E）補助基準額 
  ☆ 要綱別表に定める基準補助単価×延床面積 

円 

（F）交付申請予定額 
  ☆（D）又は（E）のいずれか低い額×別表２に定める率 

  ☆ 千円未満切捨て 
円 

備 考 

 

事 業 計 画 
着 手 予 定 年 月 日      年  月  日 

完 了 予 定 年 月 日     年  月  日 



 

添付図書チェックリスト 

１ 図面類 

□（１）付近見取図 

□（２）補助対象建築物の配置図 

□（３）補助対象建築物の平面図 

□（４）補助対象建築物の立面図 

□（５）補助対象建築物の断面図 

□（６）補助対象建築物の構造図 

２ 建築年月日が確認できる書類 □ 確認申請図書又は確認済証等 

３ 完了検査に合格したことが確認できる

書類 
□ 検査済証等 

４ 補助対象建築物の所有権を証する書類 □ 対象建築物に係る登記事項証明書等 

５ 施設の設置者の履歴及び資産等の分か

る書類 

□（１）法人登記書類 

□（２）法人の定款及び規約等 

６ 事業計画に係る書類 

□（１）工事期間及び工程表 

□（２）工事仕様書 

□（３）耐震診断結果の概要 

□（４）補強設計と補強後の耐震性能の

評価 

７ 経費積算書類及び資金計画に係る書類 
□（１）見積書及び内訳書の写し 

□（２）当該年度の歳入歳出予算書 

 



 

第２号様式（第１１条関係） 

 

京都市民営保育園等耐震化促進事業（民営保育園等耐震改修経費）補助金事業実績報告書 

 

（ 宛 先 ） 京 都 市 長       年    月    日 

補 助 対 象 事 業 施 行 者 の 所 在 地 

 

補助対象事業施行者の名称及び代表者名 

名称 

代表者名             ○印 

 

 京都市民営保育園等耐震化促進事業（民営保育園等耐震改修経費）補助金交付要綱

第１１条の規定に基づき，次のとおり報告します。 

 

補 助 金 交 付 決 定 日 

（又は前回の変更事項等審査結果通知日） 
     年   月   日 

補 助 金 交 付 決 定 通 知 書 番 号 

（又は前回の変更事項等審査結果通知書番号） 
 

補 助 対 象 建 築 物 名  

補 助 対 象 建 築 物 の 所 在 地  

耐 震 改 修 事 業 費 精 算 額 

（工事費，実施設計費及び工事事務費の合計額）  
円 

補 助 金 交 付 予 定 金 額 円 

耐 震 改 修 事 業 着 手 日      年   月   日 

耐 震 改 修 事 業 完 了 日      年   月   日 

備 考 

 

 

 



添付図書チェックリスト 

 

チェック 添付図書 

□ 耐震改修事業完了後の耐震性能が確認できる書類 

□ 耐震改修事業に要した金額がわかるもの（契約書又は領収書の写し等） 

□ 耐震改修事業の完了がわかるもの（写真等） 

 



第３号様式（第１４条第４号関係） 

 

京都市民営保育園等耐震化促進事業（民営保育園等耐震改修経費）補助金変更等承認申請書 

 

（ 宛 先 ） 京 都 市 長       年    月    日 

補 助 対 象 事 業 施 行 者 の 所 在 地 

 

補助対象事業施行者の名称及び代表者名 

名称 

代表者名             ○印 

 

 京都市民営保育園等耐震化促進事業（民営保育園等耐震改修経費）補助金交付要綱

第１４条第４号の規定に基づき，次のとおり補助対象事業の変更等の承認を申請しま

す。 

 

変更等承認申請を行う事業の概要 

補 助 金 交 付 決 定 日      年   月   日 

補 助 金 交 付 決 定 通 知 書 番 号  

補 助 対 象 建 築 物 名  

補 助 対 象 建 築 物 の 所 在 地  

 

変更等承認申請を行う事項（該当項目にチェックし，必要事項を記載） 

該当項目 項 目 変 更 前 の 内 容 変 更 後 の 内 容 

□ 事 業 の 中 止 ― ― 

□ 
補助対象事業施行者 

の 所 在 地 
  

□ 
補助対象事業施行者の

名 称 及 び 代 表 者 名 
  

□ 事業着手（予定）日   

□ 事業完了（予定）日   

□ 耐震改修事業費の額   

□ 交 付 申 請 額   

□ そ の 他   

変更等承認申請を行う理由 
 

 

備  考 
 

 

 



 

第４号様式（第１４条第６号関係） 

 

京都市民営保育園等耐震化促進事業（民営保育園等耐震改修経費）状況報告書 

 

（ 宛 先 ） 京 都 市 長       年    月    日 

補 助 対 象 事 業 施 行 者 の 所 在 地 

 

補助対象事業施行者の名称及び代表者名 

名称 

代表者名             ○印 

 

 京都市民営保育園等耐震化促進事業（民営保育園等耐震改修経費）補助金交付要綱

第１４条第６号の規定に基づき，次のとおり報告します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第５号様式（第１５条関係） 

 

京都市民営保育園等耐震化促進事業（民営保育園等耐震改修経費）補助金に関する 

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

（ 宛 先 ） 京 都 市 長       年    月    日 

補 助 対 象 事 業 施 行 者 の 所 在 地 

 

補助対象事業施行者の名称及び代表者名 

名称 

代表者名             ○印 

 

 京都市民営保育園等耐震化促進事業（民営保育園等耐震改修経費）補助金交付要綱

第１５条の規定に基づき，次のとおり報告します。 

 

補 助 金 交 付 決 定 日      年   月   日 

補 助 金 交 付 決 定 通 知 書 番 号       第     号 

補 助 対 象 建 築 物 名  

報 告 対 象 年 度 年度 

補 助 金 額 円 

消費税及び地方消費税の申告により確定した消

費税及び地方消費税額に係る仕入控除税額 

（ 要 補 助 金 返 還 額 ） 

円 

備 考 

 

 

※添付書類 

・消費税及び地方消費税額に係る仕入控除税額に係る確定申告の写し（確定申告後に

修正申告等を行った場合にはその修正申告の写し等） 

・消費税及び地方消費税額に係る仕入控除税額の積算内訳等 

 


